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民 法 Chapter 19

 

 ＡがＢに対して有する600万円の⾦銭債権（以下、「被担保債権」と
いう。）を担保するため、Ｂが、Ｂ所有の甲⼟地に、Ａのために不動産
質権を設定した。この場合に関する次の記述のうち、⺠法の規定に照ら
し、正しいものはどれか。 

１ Ａが、Ｂとの間で甲⼟地の不動産質権を設定する契約をするのに
際して、Ａの不動産質権の存続期間を20年と定めた場合、Ａの不動
産質権は、当該設定契約で定めた20年の存続期間が満了する前に消
滅させることはできない。 

２ Ａは、設定⾏為において別段の定めをしなかった場合、Ｂの承諾
がなければ、不動産質権に基づいて甲⼟地をその⽤法に従って⾃ら
使⽤し、⼜は他⼈に賃貸して賃料を収受することはできない。 

３ Ａは、設定⾏為において別段の定めをしなかった場合、被担保債
権の利息を請求することができるのに対して、当該不動産質権に基
づいて担保不動産収益執⾏の開始があった場合には、被担保債権の
利息を請求することができなくなる。 

４ Ａは、被担保債権の⾦額のうちの⼀部の⾦額の弁済を受けたとし
ても、当該被担保債権全額の弁済を受けるまでは、甲⼟地の全部に
ついて、不動産質権を⾏使することができる。 

５ 不動産質権については代価弁済が認められないから、Ａは、Ｂか
ら甲⼟地の所有権を500万円で買い受けた第三者Ｃがいる場合でも、
Ｃに対して、その代価500万円を弁済するよう請求することはでき
ない。 
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正解 

5４ ［質 権］不動産質権 

 

１ 誤 り 

 不動産質権の存続期間は、10年を超えることができない。設定⾏為で
これより⻑い期間を定めたときであっても、その期間は、10年とする
（⺠法360条１項）。また、不動産質権の設定は更新することができ、そ
の存続期間は更新の時から10年を超えることができない（同条２項）。
したがって、不動産質権の存続期間を20年と定めても、当該期間は10
年に減縮され、この10年経過時に更新しなければ、当該不動産質権は消
滅することになる。 

２ 誤 り 

 不動産質権者は、質権の⽬的である不動産の⽤法に従い、その使⽤及
び収益をすることができるのが原則である（⺠法356条）。もっとも、設
定⾏為に別段の定めがあれば、使⽤及び収益は否定される（同法359条）。
したがって、設定⾏為に別段の定めがない限り、Ａは、甲⼟地の使⽤及
び収益をすることができる。 

３ 誤 り 

 不動産質権者は、その債権の利息を請求することができないのが原則
である（⺠法358条）。もっとも、設定⾏為に別段の定めがあるとき、⼜
は担保不動産収益執⾏（⺠事執⾏法180条２号）の開始があったときは、
利息を請求することができる（⺠法359条）。したがって、設定⾏為に別
段の定めがない限り、Ａは、被担保債権の利息を請求することができな
いが、担保不動産収益執⾏の開始があったときは、被担保債権の利息を
請求することができる。 

４ 正しい 

 不動産質権者は、債権の全部の弁済を受けるまでは、質物の全部につ
いてその権利を⾏使することができる（⺠法350条、296条）。よって、
不動産質権についても不可分性が認められる。したがって、被担保債権
全額の弁済を受けるまで、Ａは、不動産質権を⾏使することができる。 
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５ 誤 り 

 不動産質権については、その性質に反しない限り、抵当権の規定を準
⽤する（⺠法361条）。よって、不動産質権についても、代価弁済が認め
られる（同法378条）。したがって、Ａの請求に応じて、Ｃが代価を弁済
したときは、Ａの不動産質権は、Ｃのために消滅する。 

 以上により、正しいものは肢４であり、正解は４となる。 


